








三重県保健医療計画（第５次改訂）評価表 【精神疾患対策】
策定時
の数値 数値目標 目標達成ま

での時期 評価体制 1年後 2年後 3年後 4年後
【現状値】 5年後 最終評価

0 ９会議 5年後 三重県精神保健福祉審議会 2会議 5会議 9会議 9会議 ― ―

４委員会 16委員会 5年後 三重県精神保健福祉審議会 4委員会 16委員会 16委員会 16委員会 ― ―

6人 ７人 5年後 三重県精神保健福祉審議会 4人 6人 6人 8人 ― ―

取組方向５
精神障がい者に対する理解の促

進

○精神障がい者指導者研修会の開催や、精神障がいに関する社会の理解を深めるための情報誌の発行を行いました。
○お笑い芸人松本ハウスを「みえ発！こころのバリアフリー大使」に委嘱し、精神科病院、高等学校で啓発パフォーマンスを行うこと
で、精神障がい者に対する理解の促進を図りました。

○精神障がい者指導者研修会の開催や、精神障がいに関する社会の理解を深めるための情報誌の発行を行います。
○松本ハウスによる「みえ発！こころのバリアフリー大使」の活動を継続するとともに、新たな委嘱を検討します。

取組方向３
認知症患者への対応の推進

○認知症の早期発見、早期治療、予防につなげるため、また本人やその家族への支援として、認知症を正しく理解するための「認知
症サポーター養成講座」を開催し、認知症サポーターを養成しました。
○認知症の早期診断、早期対応を実現するため、認知症の人の診療に関し、かかりつけ医への助言その他支援を行い、専門医療機
関や地域包括支援センター等との連携の推進役となる認知症サポート医について、関係機関等とともに養成しました。
○認知症サポート医の協力を得て、主治医・かかりつけ医や病院勤務の医療従事者を対象に実施する認知症対応力向上研修を実
施し、認知症の早期発見、早期治療、適切な対応につなげました。
○認知症患者と接する機会が多い薬剤師・歯科医師・病院の指導的役割の看護職員を対象とした認知症対応力向上研修を実施し、
認知症の早期発見、早期治療、適切な対応につなげました。
○認知症サポート医や地域のかかりつけ医を対象とした事例相談会等を開催することにより認知症サポート医等のフォローアップを
行い、地域における認知症サポート医、かかりつけ医、専門医療機関や地域包括支援センター等の連携を進めました。
○基幹型認知症疾患医療センター及び二次保健医療圏ごとに設置した地域型認知症疾患医療センターと連携を図り、県全域の認知
症疾患に対する保健医療水準の向上に取り組むことで、認知症の人とその家族の支援の充実に努めました。
○若年性認知症の方やその家族への支援の充実を図るため、多職種によるネットワーク会議や意見交換会の開催等により一人ひと
りの支援ニーズを市町等関係機関と共有し、具体的な支援方策を検討しました。また、若年性認知症カフェを開催し、若年性認知症
の方や家族、支援者等が集える場が地域に普及するよう努めました。

○認知症の早期発見、早期治療、予防につなげるため、また本人やその家族への支援として、認知症を正しく理解するための「認知症サポー
ター養成講座」を開催し、認知症サポーターを養成します。また、「認知症サポーターステップアップ講座」講師養成研修を実施するなど、認知症
サポーターの自主的活動の推進について市町と協力して検討していきます。
○認知症の早期診断、早期対応を実現するため、認知症の人の診療に関し、かかりつけ医への助言その他支援を行い、専門医療機関や地域包
括支援センター等との連携の推進役となる認知症サポート医について、関係機関等とともに養成を進めます。
○認知症サポート医の協力を得て、主治医・かかりつけ医や病院勤務の医療従事者を対象に実施する認知症対応力向上研修を実施し、認知症
の早期発見、早期治療、適切な対応につなげます。
○認知症患者と接する機会の多い歯科医師、薬剤師、病院の指導的役割の看護職員を対象とした認知症対応力向上研修を実施し、認知症の
早期発見、早期治療、適切な対応につなげます。
○認知症サポート医や地域のかかりつけ医を対象とした事例相談会等を開催することにより認知症サポート医等のフォローアップを行い、地域に
おける認知症サポート医、かかりつけ医、専門医療機関や地域包括支援センター等の連携を進めます。
○基幹型認知症疾患医療センター及び二次保健医療圏ごとに設置した地域型認知症疾患医療センターと連携を図り、県全域の認知症疾患に対
する保健医療水準の向上に取り組むことで、認知症の人とその家族の支援の充実に努めます。
◯地域における認知症医療の拠点となる認知症疾患医療センターについて、地域医療構想区域における未指定区域（三泗、鈴亀、伊賀、伊勢志
摩）について、連携型認知症疾患医療センターの新規指定を検討します。
○若年性認知症の方やその家族への支援の充実を図ることを目的としたネットワーク会議及び意見交換会を開催し、一人ひとりの支援ニーズ等
を関係機関と共有することにより、具体的な支援方策を検討します。また、若年性認知症カフェを開催し、若年性認知症の方や家族、支援者等が
集える場が地域に普及するよう、取り組みます。さらに、企業関係者等を対象とした研修会を開催し、若年性認知症の方の就労支援や介護離職
防止等について啓発を行います。

取組方向４
うつ病に対する医療支援の充実

○うつ病の早期発見、早期治療や適切な治療の継続が図られるよう、かかりつけ医や精神科医を対象とした研修会を開催するととも
に、各地域で関係機関が連携をしながら、うつ病対策を行いました。
○民間団体と連携し、うつ病やアルコール、ストレス対処をテーマにした県民公開講座を開催しました。
○自殺予防について正しい知識を持ち、身近な人の変化に気づき、自殺を考えている人、悩んでいる人を相談窓口等へつなぐ役割が
期待される「メン タルパートナー」を養成しました。
〇伊賀地域で未遂者支援モデル事業を実施するとともに、自殺未遂者支援研修を開催しました。

○うつ病の早期発見、早期治療や適切な治療の継続が図られるよう、かかりつけ医や精神科医を対象とした研修会を開催するとともに、各地域
の関係機関が連携をしながら、地域の実情に応じたうつ病対策を行います。
○民間団体と連携して、うつ病予防等、ネットワークの活用をテーマにした県民公開講座を開催し,自殺予防に関する啓発を行います。
〇自殺未遂者支援に携わる医療者や福祉保健関係者への研修を行うなどにより、支援体制の充実を図ります。
〇自殺を考えている人や悩んでいる人を相談窓口等につなぐために、相談先を掲載したリーフレットを関係機関を通じて広く配付します。

次年度の取組内容

取組方向１
精神科医療提供体制の充実

○県内を北部と中南部に分けた精神科救急輪番制と、24時間精神科救急医療電話相談等の精神科救急医療システムの運用を行い
ました。 また、精神科救急と一般救急との連携など精神科救急医療システムの課題を検討するため、三重県精神保健福祉審議会精
神科救急医療システム検討部会を開催しました。
○治療中断や病状が不安定な統合失調症患者等とその家族に対し、地域で持続的に生活することを支援するために、保健、医療、
福祉等の多職種によるチームで訪問支援を行い、アウトリーチ体制構築事業を、実施圏域を１圏域⇒２圏域に拡大して実施しました。
○精神保健福祉業務における措置診察や移送に係る診察を、精神保健指定医の協力により実施しました。
○三重県精神保健福祉審議会アルコール健康障害対策推進部会を開催し、審議するとともに、パブリックコメントで広く意見を聴取
し、「三重県アルコール健康障害対策推進計画」の策定に取り組みました。
○三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例に規定された、アルコール依存症診断に係る指定医療機関の指定を行いました。（３３指定
医療機関）
○大規模災害等の発生後に、被災地域において精神科医療および精神保健活動の支援を行うために、災害派遣精神医療チーム
（三重DPAT）を精神科病院の協力を得て、１２病院２１チーム（H29.3.1現在）設置しました。また、熊本地震を受けて、６病院８チームを
派遣するとともに、DPAT研修の開催や三重県・津市総合防災訓練、三重県災害対策本部総合図上訓練にＤＰＡＴチーム等が参加す
ることで、機能強化を図りました。

○県内を北部と中南部に分けた精神科救急輪番制と、24時間精神科救急医療電話相談等の精神科救急医療システムの的確な運用を行いま
す。また、精神科救急医療システムの課題について、三重県精神保健福祉審議会精神科救急医療システム検討部会で審議を行うとともに、各地
域においても地域精神保健福祉連携会議等において、地域の課題を検討する仕組みを構築します。
○治療中断や病状が不安定な統合失調症患者等とその家族に対し、地域で持続的に生活することを支援するために、保健、医療、福祉等の多
職種によるチームで訪問支援を行うアウトリーチ体制構築事業を２圏域で実施します。
○精神保健福祉業務における措置診察や移送に係る診察を、精神保健指定医の協力により実施していきます。
○「三重県アルコール健康障害対策推進計画」に基づき、アルコール健康障害対策を総合的かつ計画的に実施します。
○三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例に規定された指定医療機関の指定を進めることで、アルコール依存症に対応できる医療機関を増やし
ていきます。
○三重ＤＰＡＴについて、引き続き、県防災訓練、内閣府防災訓練等に、参加することで、発災時の様々なシミュレーションを行うとともに、災害医
療コーディネーター、ＤＭＡＴチーム等との連携を促進します。

取組方向２
精神障がい者が地域で生活して

いくための連携体制の構築

○各保健所において、地域の精神障がい者や家族等への相談支援を、保健師や精神科医師等により実施するとともに、こころの健
康センターにおいて関係機関からの精神疾患全般に係る相談を行いました。
○精神科病院に入院している精神障がい者に対してピアサポーターによる啓発活動や退院に向けた準備への支援を行うとともに、地
域移行、地域定着のための関係者の連携体制を構築する地域移行・地域定着支援事業を４圏域で実施し精神障がい者の地域移行
に取り組みました。
○各障害保健福祉圏域における自立支援協議会地域移行（精神）部会を、各圏域間の連絡会を設置することなどで活性化させ、県
全体の地域移行のレベルアップに取り組みました。
○保健所を中心とする地域精神保健福祉連携会議等により、各地域の状況に応じて関係機関等との連携を図り、精神保健福祉に関
する取組を実施しました。
○県内の精神障がい当事者が連携して、企画、運営、出演を行った「お笑いこころサミット」を企画、開催することで、県内当事者団体
のネットワークができるきっかけづくりを行いました。

○各保健所において、地域の精神障がい者や家族等への相談支援を保健師や精神科医師等により実施するとともに、こころの健康センターに
おいて関係機関からの精神疾患全般に係る相談に対応していきます。
○精神科病院に入院している精神障がい者に対してピアサポーターによる啓発活動や退院に向けた準備への支援を行うとともに、地域移行、地
域定着のための関係者の連携体制を構築する地域移行・地域定着支援事業を実施し精神障がい者の地域移行に取り組みます。
○各障害保健福祉圏域の自立支援協議会地域移行（精神）部会において、地域移行の状況や課題などについて関係機関等が情報共有を行
い、連携を強化していくことで、地域移行の推進を図っていきます。
○保健所を中心とする地域精神保健連携会議等により、各地域の状況に応じて関係機関等との連携を進めていきます。
○県内に複数ある精神障がい当事者団体のネットワークづくりを引き続き支援することで、精神障がい者のエンパワメントを図ります。
○措置入院退院患者を地域で支援する措置入院地域定着支援員を配置して、体制の構築を進めます。
○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを関係機関と連携、協議しながら、検討を進めます。

目標項目

地域精神保健福祉連携会議の設置数

退院促進委員会設置数

高齢・長期入院患者の退院者数(１か月平均)

取組方向 これまでの取組実績







次年度の取組内容取組方向 これまでの取組実績

取組方向３
災害医療を支える人材育
成

○災害医療コーディネーターを対象とした研修会を開催するとともに、国主催の都道府県災害医療コー
ディネート研修に災害医療コーディネーターを派遣し、その役割についての認識を深めました。
25年度：全体研修会3回
26年度：全体研修会1回・地域別研修会4回、国研修へ４名（うち県職員１名）派遣
27年度：地域別研修会９回、国研修へ４名（うち県職員１名）派遣
28年度：全体研修会1回・地域研修会5回

○看護職を対象とした災害看護研修を行い、人材の育成に努めました。（25～28年度）
○新たに20人（5人×4回）の医療従事者が国のＤＭＡＴ養成研修を受講し、異動等による欠員を補充し
ました。これにより、県内で活動できるDMATが21チームとなりました。（27年度）
○医療機関を対象としたＥＭＩＳ入力訓練を実施するとともに、県内７地域でEMISを活用した情報伝達訓
練を実施しました。また、県災害対策本部図上訓練等の機会を通じて、保健所におけるＥＭＩＳ代行入力
訓練も実施しました。（28年度）
○災害時の検案を担う医師を育成するため、検案研修会を実施しました。
25年度：1回（津市）、26年度：2回（伊勢市、四日市市）、27年度：3回（津市、鈴鹿市、松阪市）
28年度：３回（津市、桑名市、尾鷲市）

○災害医療コーディネーターを対象に、地域の実情をふまえた災害医療対応シミュレーションを中心とする研修
を実施するとともに、看護師等を対象とする災害看護研修を実施します。また、国が実施するＤＭＡＴを対象とし
た研修会や訓練に派遣する県内ＤＭＡＴの調整を行います。
○平成29年度に実施予定の政府訓練をはじめとする訓練等において、災害医療コーディネーターや県内ＤＭＡ
Ｔ等の医療従事者の参加を促進し、災害対応力の向上を図ります。
○医療機関を対象としたＥＭＩＳ入力・操作訓練を定期的に実施し、災害時の円滑な情報提供体制を強化しま
す。

取組方向２
大規模災害時を見据えた
災害拠点病院の体制強化

○災害拠点病院において、政府訓練や病院防災訓練を実施する際に、地域住民にも参加してもらい、
病院間連携や災害拠点病院の役割についての理解を得ることに努めました。（25～28年度）
○地域医療再生計画に基づき、災害拠点病院、災害医療支援病院等が行う設備整備事業について、
補助を行い、体制整備の促進を図りました。（25年度）
○災害拠点病院が沿岸部に多いことを踏まえて、平成25年８月27日に、内陸部の病院である名張市立
病院を１３番目の災害拠点病院に指定しました。（25年度）
○災害拠点病院が機能不全に陥った場合に備えて、その役割を補完する目的で、「災害医療支援病
院」の制度を創設し、平成25年12月17日に８病院を指定しました。（25年度）
○災害時に災害拠点病院と保健所の連絡調整を密に行えるようにするため、衛星携帯電話を用いた情
報伝達訓練を実施しました。（26年～28年）
○災害拠点病院の体制について、平成２２年度以降に指定した３病院を除く１０病院について、現地確
認を行い、体制強化について意見交換を行いました。（26年度）
○四日市地域における災害医療体制を強化するため、平成27年９月17日に、内陸部に立地する菰野厚
生病院を新たに災害医療支援病院に指定しました。（27年度）
○災害時に災害拠点病院と保健所の連絡調整を密に行えるようにするため、EMIS（広域災害救急医療
情報システム）の定例訓練を月2日間の実施にしました。（27年度～）
○主な災害拠点病院DMAT隊員により、訓練企画ワーキンググループを立ち上げ、県DMAT訓練を企
画、運営することにより、県内災害拠点病院DMAT隊員間の連携を深め、災害対応力の向上を図りまし
た。（27年度）

○災害拠点病院を中心に災害医療に携わる者の訓練や、研修などの取組により、地域における体制の強化を
図ります。



三重県保健医療計画（第５次改訂）評価表 【へき地医療対策】
策定時
の数値

数値
目標

目標達成
までの時期 評価体制 1年後 2年後 3年後 ４年後

【現状値】
5年後 最終

評価

100% 100% 5年後 三重県医療審議会地域医療対策部会 94% 100% 100% 100% ― ―

13人 13人 5年後 三重県医療審議会地域医療対策部会 12人 11人 11人 13人 ― ―

127人 332人 5年後 三重県医療審議会地域医療対策部会 159人 184人 209人 236人 ― ―

目標項目

へき地診療所等からの代診医派遣
依頼応需率

へき地診療所に勤務する常勤医師数

三重県地域医療研修センター研修医受
入数(累計数)

取組方向 これまでの取組実績 次年度の取組内容

取組方向１
へき地等の医療提供体
制の維持・確保

○第１１次三重県へき地保健医療計画に基づき、三重県へき地医療支援機構を通じたへき地医療体制整備の取組を進めました。

○へき地医療支援機構の調整のもとに実施した、へき地診療所への代診医の派遣については、延べ２３件となっています。また、紀南病院より
無医地区への巡回診療については延べ２４件となっています。

○県全域の三次救急医療体制の充実を目的に平成２４年２月に導入した県独自のドクターヘリにより、基地病院から東紀州地域までおおむね
３０分の所要時間でカバーできるようになり、平成２８年度は、２９７件（うち東紀州地域：５０件）の救急出動と９８件（うち東紀州地域：３６件）の
病院間搬送に利用されています。また、奈良県と共同利用している和歌山県ドクターヘリについては、平成２８年度は４件の利用がありました。

○へき地診療所の施設、設備について、平成２８年度には６箇所に対し心電図等の医療機器整備を支援しました。

○平成27年度末に三重医療安心ネットワークの情報開示施設が17医療機関になり、概ね県内各所をカバーするに至りました。本システムは、
病病連携や病診連携などを円滑に運ぶためのツールとして活用ができるほか、新たな利用法として、在宅に向けた活用について検討していま
す。平成28年12月末現在、参照医療機関247施設、登録患者数13,393件で運用されており、着実に利用者が増えています。

○郡市歯科医師会及び地域口腔ケアステーションに協力する歯科医院に対し、在宅歯科医療機器貸し出しや整備費補助など、へき地を含む
地域の在宅訪問歯科診療の取り組みに対して支援しました。また、離島の子どもの歯科疾患予防のために神島小学校および中学校において
歯科保健指導を行いました。

○引き続き、「第１１次三重県へき地保健医療計画」に基づき、へき地医療を担う人材の育成・確保や、へき地医療支援機構の機
能強化など、県内のへき地医療体制の確保に取り組みます。

○へき地医療機関の医師不足に加え、へき地医療拠点病院からへき地医療機関への代診医師の調整が難航するケースが生ず
るほか、へき地に所在するへき地医療拠点病院からの巡回診療等の継続についても厳しい状況となっていることから、引き続き、
バディ・ホスピタル・システムの活用、へき地医療研修会の開催等、へき地医療拠点病院との連携強化を図っていきます。

○離島や中山間地域など、重篤な救急患者の搬送に長時間を要する地域などでは、救急現場において早期に医師による治療を
行うことや、救命救急センター等高度な医療機関に短時間で搬送することにより、救命率の向上や後遺障がいの軽減等が期待で
きることから、ドクターヘリについては、今後さらなる円滑な運航体制を確保するため、隣県との運航体制の整備に向けた検討を行
います。

○へき地診療所等の後方支援体制の確保や住民に対する医療提供体制の充実を図るため、今後も引き続き医療機器の更新な
ど、へき地医療拠点病院やへき地診療所等の設備整備への支援を行います。

○連携体制を進めるツールとして、三重医療安心ネットワークの地域の実情に合った効果的な活用の検討を行っていきます。地域
における連携体制を推進するため、実務レベルでの検討を行っていきます。

○引き続き、へき地での在宅訪問歯科診療の充実をめざして、歯科医療関係者への在宅歯科診療研修、在宅歯科診療機器整備
及び貸し出し、へき地住民に対する歯科保健指導を行います。

取組方向２
へき地医療を担う医師・
看護師等の育成・確保

○自治医科大学義務年限内医師及び三重県医師キャリアサポート制度活用医師をへき地医療機関等に派遣・配置（平成２８年度 ６市町７医
療機関等内科１５名）するとともに、医師無料職業紹介事業の活用等により、へき地に勤務する医師の確保に取り組みました。

○平成２１年１０月以降、バディ・ホスピタル・システムを利用して、伊勢赤十字病院から尾鷲総合病院へ常勤医師１名を派遣する診療支援を継
続しています。

○平成２４年５月に設置した三重県地域医療支援センターにおいて、医師修学資金貸与者等の若手医師の県内定着を図るとともに、専門医取
得等のキャリア支援とへき地等医師不足病院の医師確保支援を一体的に行う仕組みづくりとして、１７基本診療領域を対象とした三重専門医研
修プログラムを作成し、平成２６年度から募集を開始しています。

○へき地等地域医療に従事する医師の育成に向けて、平成２１年４月に紀南病院に設置した三重県地域医療研修センターにおいて、研修医
等を対象に無医地区への巡回診療や往診など実践的な地域医療研修を提供し、平成２８年度は２７名を受け入れ、開設時からの受け入れ累
計数は２３６名となりました。また、平成２８年度の三重県へき地医療支援機構の取組として、「へき地医療体験実習」（１５名参加）や「へき地医
療研修会」（９５名参加）を開催しました。

○三重大学医学生を対象とした全市町での保健教育活動や地域枠学生を対象とした県や市町の訪問、また、三重県医師修学資金貸与学生
や地域枠学生等を対象とした地域医療体験実習等を通じて、学生のへき地医療等への関心を深める機会としました。
三重県地域医療講義では、三重大学医学部医学科１年生全員を対象に実施した受講者へのアンケートの結果、「地域医療の多様性・自由性を
知った」「地域医療について興味が持てた」など、８割を超える回答者から満足を得られたとする評価を受けました。

○医学を志す高校生を対象に「医学部進学セミナー」を延２回実施（５１名参加）し、地域医療への動機づけ・啓発を行いました。

〇三重県ナースセンターにおいて、離職した看護職員の再就業のための情報提供や就業斡旋を行い、６１２名（のべ）の看護職員が復職につ
ながりました。また、看護職員として再就業を希望する潜在看護師等を対象にした復職研修を実施し、３１名のうち２０名が復職しました。さらに
伊賀・志摩・東紀州地域の医療機関等に対し、施設訪問を実施し、離職、退職者等の潜在看護職員の情報を積極的に収集しました。また、平成
２７年１０月より施行された免許保持者の届出制度の周知を図り、６３８名の届出がなされました。

〇夏休み期間中に高校生を対象とした１日看護体験の実施（７７２名参加）、看護についての関心を高め理解を深めるための「みえ看護フェス
タ」の開催（４２４名参加）、県内高等学校１校・中学校２校の２６６名に対する出前授業の実施などの取組を通じて、地域医療をめざす中高生へ
の動機づけを行いました。

○県立看護大学では、県内高校生を対象に看護職者として具体的に働くことをイメージしてもらえるよう出前授業（ステップ１）と一日みかんだい
生（ステップ２）を実施しました。ステップ１では、県内２２校に大学教員が出向き計６３２名の高校生に看護の基礎知識について講義を行いまし
た。また、ステップ２には、県内２４校から１０３名の高校生が参加し、現役看護師の体験談やキャリアデザインワークショップを通して看護職者
としての適性を見極めてもらう機会としました。さらに、進路選択に関して大きな影響力を持つ保護者や高校教員を対象に看護職キャリアデザ
インサポート講座を初めて開催しました。
入学者選抜試験では、推薦市町での一定期間の就業を条件とした地域推薦入試（Ｂ）において５名の合格者を、県内高等学校に在学する生徒
を対象とした地域推薦入試（Ａ・Ｃ）において３２名の合格者を決定しました。うち、地域推薦入試（Ａ・Ｂ）の合格者３０名には、「三重の保健医療
を支える未来の看護職者育成プログラム交流会」を開催し、県の保健医療の現状や看護師、保健師の仕事内容、県内医療機関の紹介、個別
相談会を実施し、県内で働く将来像を早い段階から描いてもらえる機会を提供しました。他にも、三重県内の医療機関を大学に招いて在学生を
対象にした就職説明会の開催や、看護管理者との意見交換会など県内就職率向上に努めました。

○各医療機関では勤務医不足が深刻化しており、県が派遣する自治医科大学義務年限内医師等だけでは対応が難しいことから、
今後も無料医師職業紹介事業等の医師不足の影響を当面緩和する取組と、地域医療支援センター事業等の中長期的な視点に
立った取組を組み合わせ、総合的に医師確保を推進します。

○三重県地域医療支援センターにおいて作成した三重専門医研修プログラムについて、より多くの若手医師の利用を促進するた
め、引き続き積極的なＰＲ、勧誘を行うとともに、平成30年度から研修開始が予定されている新専門医制度についても対応を行い、
医師の地域や診療科の偏在解消につなげていきます。また、それに伴い、指導医の確保・育成等について現状と課題を分析し、必
要な対策を検討していきます。

○三重県地域医療研修センターにおいて、地域医療の担い手の確保・定着に向けて、今後もより多くの研修医を受け入れるととも
に、研修医のニーズに応じた効果的な研修を行っていくため、県内へき地・離島の医療機関とより一層の連携を図ります。

○学生を対象に今後も、さらに三重大学医学部医学・看護学教育センターなど関係機関と連携し、継続して地域医療教育の充実を
図り、地域医療の担い手の育成を進めます。

○引き続き医学を志す高校生を対象に「医学部進学セミナー」を実施し、さらなる地域医療への動機づけ・啓発を行います。

〇へき地医療を担う看護師等の育成確保のため、今後も引き続き、三重県ナースセンターや看護協会などの関係機関と連携し、
看護職員の復職を支援するための取組や、県内中高生に対して地域医療をめざす動機づけとなるよう、看護の魅力を啓発する出
前事業や看護体験を実施していきます。また、平成２７年１０月に施行された免許保持者の届出制度の一層の促進を図ります。

○県立看護大学においては、引き続き県内高校生に対して、看護職キャリアデザイン講座などの働きかけを積極的に行うととも
に、県内高校を訪問して看護職を志す学生の掘り起しと確保に努めます。また、効果的な入学者選抜の実施や入学決定直後から
の県内医療機関との交流会の開催、在学生に対する就職支援を実施し、県内の地域医療に従事する質の高い看護職の養成を行
います。









次年度の取組内容取組方向 これまでの取組実績

取組方向３
県民等への在宅医療・在宅看取りの普
及啓発

【在宅医療】
○県民に対する在宅医療の理解を深めるため、地域の実情に応じた在宅医療・在宅看取りの普及啓
発事業を郡市医師会単位で実施しました。
・講演会の開催（平成25年度、平成26年度、平成27年度、平成28年度）、パンフレット等の作成（平

成25年度）
○かかりつけ医の定着・促進等を図るため、普及啓発を行いました。（平成26年度、平成27年度、平成
28年度）

○（継続）かかりつけ医の定着・促進等を図るため、地域の実情に応じた普及啓発事業（講演会の開催等）を
郡市医師会単位で実施するとともに、ポスター等による普及啓発を行います。

取組方向１
地域における在宅医療の提供体制の

質と量の確保

【歯科】

〇地域の歯科医療に携わる人材の育成・確保の一環として、研修会を実施しました。（平成25年度、平
成26年度、平成27年度、平成28年度）
〇地域口腔ケアステーションを設置し、連携推進ネットワーク会議の開催や、６地域（桑員・四日市・鈴
鹿・津・松阪・南紀）におけるサポートマネージャーの配置などにより、各地域で医療・介護関係者等と
連携して口腔ケアに取り組む体制を整備しました。また、平成28年度は、新たに２地域（伊賀・尾鷲）に
おいてサポートマネージャーを配置しました。（平成27年度、平成28年度）
〇在宅訪問歯科診療機器の整備を支援することで、より安全で質の高い診療推進体制を図りました。
（平成27年度、平成28年度）

〇（継続）高齢者・障がい者等の在宅医療の充実を図るため、医科、歯科、介護関係者と連携し、研修会の開
催や、機器整備事業の実施などを通して、在宅訪問歯科診療、口腔ケアの充実に向けた体制整備を行いま
す。

【薬剤】

○薬局・薬剤師の在宅医療への参画を促進するため、訪問薬剤管理指導（居宅療養管理指導を含
む。）の経験のない、あるいは少ない薬局に対する研修を実施しました。（平成26年度、平成27年度、
平成28年度）
○在宅医療における医療材料及び衛生材料の供給を円滑に行うため、共同利用が可能な無菌調剤
室の整備や医療材料等を効率的に供給するための薬局間ネットワークの構築を支援しました。（平成
26年度、平成27年度）
○在宅医療における医療材料・衛生材料の供給を円滑に行うために、医療材料等の供給に係る薬局
間ネットワークを活用し、ＩＣＴを利用した発注等の効率化を図りました。（平成27年度）
○在宅医療における医療材料及び衛生材料の供給を円滑に行い、在宅医療を推進するために、無菌
製剤及び抗がん剤の調製や管理を適切に行うことができる薬剤師の養成を支援しました。（平成27年
度、平成28年度）
○未就業薬剤師の掘り起し及び新卒薬剤師の県内就職を促進するとともに、三重県における薬剤師
のキャリアプランニングを支援することで、地域包括ケア等を担う病院・薬局における薬剤師の確保を
図りました。（平成27年度、平成28年度）
○在宅医療における医薬品の適正使用に関するアンケート調査の実施や、多職種の関係機関の連携
を推進する情報共有システムの試行、在宅医療への参画を促進するフォーラムの開催、吸入指導が
できる薬剤師の養成等に取り組みました。（平成25年度）

○（継続）地域包括ケア等を担う病院・薬局における薬剤師の確保を図るために、未就業薬剤師の掘り起し及
び新卒薬剤師の県内就職を促進するとともに、三重県における薬剤師のキャリアプランニングを支援します。

取組方向２
多職種連携による、24時間安心のサー
ビス提供体制の構築

【在宅医療】

○郡市医師会が取り組む、地域の在宅医療体制の整備など、市町における地域包括ケアシステムの
構築に資する事業を支援しました。（平成27年度、平成28年度）
○市町の在宅医療を推進するため、核となる人材として平成24年度に養成された地域リーダーが講師
となり、地域における職種間の連携強化や、新たな地域リーダーの養成を図りました。
地域リーダー養成数：373名（平成24年度、平成25年度）
○市町が行う、地域の在宅医療・介護関係者の顔の見える関係の構築など、在宅医療体制の基盤づ
くりの取組を支援しました。（平成25年度、平成26年度）

○（継続）郡市医師会が取り組む、地域の在宅医療体制の整備など、市町における地域包括ケアシステムの
構築に資する事業を支援します。
○（新規）地域における在宅医療・介護連携を円滑に進めるため、在宅医療・介護連携コーディネーターの養
成を行います。
○（新規）近隣市町や関係機関による情報共有・協議の場を設けノウハウ共有や連携構築を推進します。


